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①データセンター建設によるCO2排出量の変化
2040年度技術進展シナリオにおける横浜市臨海部のCO2排出量
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第7次エネルギー基本計画

 2025年2月18日、第7次エネルギー基本計画が閣議決定
 2040年に向けたエネルギー政策の方向性や2040年度におけるエネルギー需給の見通し等が示された
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2040年度におけるエネルギー需給の見通し

 2040年度におけるエネルギー需給の見通しでは、5つのシナリオを基にエネルギー需給に関する分析が実施された
 本検討では、「⑤技術進展シナリオ」を想定し、電力排出係数が技術進展により低減された際のCO2排出量の変化を確認する
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⑤技術進展

2040年度までに革新技術の大幅なコスト
低減等が十分に進まず、既存技術を中心
にその導入拡大が進展するシナリオ

①再エネ拡大

②水素・新燃料活用

③ CCS活用

④革新技術拡大

分析シナリオ

技術進展シナリオ火力平均 0.31
排出係数



排出係数

 排出係数は技術進展シナリオにおける火力平均0.31と設定
 2022年度数値を基準とし、電力会社の排出係数が0.31となった場合の排出量を確認する

4

電力会社 排出係数
2022年度

東京電力
ENEOS Power

エネット
FPS

サミットエナジー
丸紅新電力
東京ガス

ａｕエネルギー＆ライフ
エネワンでんき

東急パワーサプライ
SBパワー

その他新電力

0.457
0.406
0.405
0.472
0.454
0.464
0.435
0.524
0.499
0.494
0.503
0.457

電力会社 排出係数
検討ケース

東京電力

ENEOS Power

エネット

FPS

サミットエナジー

丸紅新電力

東京ガス

ａｕエネルギー＆ライフ

エネワンでんき

東急パワーサプライ

SBパワー

その他新電力

0.31



算出結果；技術進展シナリオ＜排出係数0.31＞

 以下に技術進展シナリオの排出係数を用いた際の排出量算出結果を示す
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パターン 技術進展シナリオ

項目
臨海部 横浜市域 臨海部/

市域
排出量 構成比 排出量 構成比

陸域からの排出量 615.9 97.4% 1,481.5 98.9% 41.6%

エネルギー転換部門 328.6 51.9% 329.0 22.0% 99.9%

産業部門 102.1 16.1% 132.4 8.8% 77.1%

業務部門 66.4 10.5% 251.6 16.8% 26.4%

運輸部門 68.1 10.8% 320.4 21.4% 21.3%

廃棄物部門 42.7 6.8% 56.6 3.8% 75.5%

家庭部門 8.0 1.3% 391.5 26.1% 2.0%

停泊中外航船舶排出量 16.7 2.6% 16.7 1.1% 100.0%

合計 632.6 100.0% 1,498.2 100.0% 42.2%

業務部門
26.4%

エネルギー
転換部門

99.9%

運輸部門※

21.3%

廃棄物部門
75.5%

77.1%
産業部門

停泊中外航船舶

26.1%

16.8%

8.8%

22.0%

21.4%

3.8%

破線：横浜市域から排出されるCO2

実線：臨海部から排出されるCO2

家庭部門
2.0%

単位:万t-CO2



算出結果；基礎数値との比較

 技術進展シナリオの場合、市域全体で約-170万t、臨海部で-50万t程度減少し、産業・業務・家庭部門で大きく減少した
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パターン 技術進展シナリオ

項目
臨海部 横浜市域 臨海部/

市域
排出量 構成比 排出量 構成比

陸域からの排出量 615.9 97.4% 1,481.5 98.9% 41.6%

エネルギー転換部門 328.6 51.9% 329.0 22.0% 99.9%

産業部門 102.1 16.1% 132.4 8.8% 77.1%

業務部門 66.4 10.5% 251.6 16.8% 26.4%

運輸部門 68.1 10.8% 320.4 21.4% 21.3%

廃棄物部門 42.7 6.8% 56.6 3.8% 75.5%

家庭部門 8.0 1.3% 391.5 26.1% 2.0%

停泊中外航船舶排出量 16.7 2.6% 16.7 1.1% 100.0%

合計 632.6 100.0% 1,498.2 100.0% 42.2%

2022年度排出量
（基礎数値）

臨海部 横浜市域 臨海部/
市域

排出量 構成比 排出量 構成比

666.1 97.6% 1,648.6 99.0% 40.4%

330.8 48.5% 331.2 19.9% 99.9%

126.8 18.6% 162.6 9.8% 78.0%

85.6 12.5% 324.6 19.5% 26.4%

71.2 10.4% 333.4 20.0% 21.3%

42.7 6.3% 56.6 3.4% 75.5%

9.0 1.3% 440.2 26.4% 2.0%

16.7 2.4% 16.7 1.0% 100.0%

682.8 100.0% 1,665.3 100.0% 41.0%

増減
（シナリオ ー 基礎数値）

臨海部 横浜市域

排出量 排出量

-50.2 -167.1

-2.2 -2.2

-24.7 -30.2

-19.3 -73.0

-3.0 -13.0

0.0 0.0

-1.0 -48.7

0.0 0.0

-50.2 -167.1

単位:万t-CO2



経年推移の変化＜市域全体＞

 以下に技術進展シナリオを想定した場合の市域全体数値の経年推移を示す
単位:万t-CO2

技術進展
シナリオ

7

市域全体

技術進展シナリオでは
基準年より10％程度排出量が減少する



経年推移の変化＜臨海部＞

 以下に技術進展シナリオを想定した場合の臨海部数値の経年推移を示す
単位:万t-CO2

技術進展
シナリオ
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臨海部

技術進展シナリオでは
基準年より8％程度排出量が減少する



①データセンター建設によるCO2排出量の変化
2040年度技術進展シナリオにおけるDC建設によるCO2排出量の変化
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前提条件整理

 横浜市臨海部に「大型データセンター」が建設された場合のCO2排出量の数値変化を整理する
 電力容量及びCO2の排出部門は以下の８パターンを想定する
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パターン

パターンA-1

パターンA-2

パターンB-1

パターンB-2

パターンC-1

パターンC-2

パターンD-1

パターンD-2

排出部門

①エネルギー転換部門排出の場合

②業務部門排出の場合

①エネルギー転換部門排出の場合

②業務部門排出の場合

①エネルギー転換部門排出の場合

②業務部門排出の場合

①エネルギー転換部門排出の場合

②業務部門排出の場合

電力容量

50MW

100MW

500MW

1GW



CO2排出量算出
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元データ

2022年度確報値データ

電力利用時間

365日 / 24時間

負荷率

85%

 算出条件

 11.5 万t-CO2

パターンA
電力容量
消費電力量

CO2排出量

50 MW (50,000kW)
372,300,000 kWh

115,413,000 kg-CO2
 23.1 万t-CO2

パターンB
電力容量
消費電力量

CO2排出量

100 MW (100,000kW)
744,600,000 kWh

230,826,000 kg-CO2

 115.4 万t-CO2

パターンC
電力容量
消費電力量

CO2排出量

500 MW (500,000kW)
3,723,000,000 kWh

1,154,130,000 kg-CO2
 230.8 万t-CO2

パターンD
電力容量
消費電力量

CO2排出量

1 GW (1,000,000kW)
7,446,000,000 kWh

2,308,260,000 kg-CO2

 CO2排出量

CO2排出係数

0.31kg-CO2/kWh

【本資料における基準年度とする】



経年推移との比較
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2,144 2,019 1,915 1,870 1,851 1,802 1,758
1,630 1,693 1,665

1,498 1,510
1,521 1,614 1,729

909 906 827 785 787 752 742
630 696 683 633 644 656

748 864

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

市域 臨海部

 経年推移と各パターン別の比較を以下に示す
単位:万t-CO2

市域全体ではＤＣ容量が１GW程度になると
技術進展が進んだ場合にも基準年数値を上回る

臨海部ではＤＣ容量が500MW程度になると
技術進展が進んだ場合にも基準年数値を上回る

排出係数0.31

50MW 100MW 500MW 1GW2022



682.8 632.6 655.7 678.8 690.3 748.0

0
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1400
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2022 係数0.31
2022

係数0.31
100MW

係数0.31
200MW

係数0.31
250MW

係数0.31
500MW

参考；基準年(2022年)との比較
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 参考として、検討パターンとは別に、DC容量がどの程度になると排出量が基準値を上回るかを確認する

単位:万t-CO2

排出係数0.31

ＤＣ容量が200～250MW程度を超えると
臨海部において基準年排出量を上回る

1,665.3

1,498.2
1,613.6 1,659.8 1,671.3 1,729.0

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

2000

2022 係数0.31
2022

係数0.31
500MW

係数0.31
700MW

係数0.31
750MW

係数0.31
1GW

排出係数0.31

ＤＣ容量が700～750MW程度を超えると
市域において基準年排出量を上回る

市域 臨海部
単位:万t-CO2



①データセンター建設によるCO2排出量の変化
エネルギー転換部門排出の場合の比較 【排出係数0.31】
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パターン Aー1：電力容量50MW ＜排出係数0.31＞

 11.5万t-CO2増加し、臨海部が占める割合は0.5%増加。また、臨海部におけるエネ転部門の構成比は1％増加した。

パターン 電力容量50MW
「エネルギー転換部門排出」

項目
臨海部 横浜市域 臨海部/

市域
排出量 構成比 排出量 構成比

陸域からの排出量 627.5 97.4% 1,493.0 98.9% 42.0%

エネルギー転換部門 340.2 52.8% 340.5 22.6% 99.9%

産業部門 102.1 15.8% 132.4 8.8% 77.1%

業務部門 66.4 10.3% 251.6 16.7% 26.4%

運輸部門 68.1 10.6% 320.4 21.2% 21.3%

廃棄物部門 42.7 6.6% 56.6 3.7% 75.5%

家庭部門 8.0 1.2% 391.5 25.9% 2.0%
停泊中外航船舶排出
量 16.7 2.6% 16.7 1.1% 100.0%

合計 644.2 100.0% 1,509.7 100.0% 42.7%

エネルギー転換部門排出

業務部門
26.4%

エネルギー
転換部門

99.9%

運輸部門※

21.3%

廃棄物部門
75.5%

77.1%
産業部門

停泊中外航船舶

25.9%

16.7%

8.8%

22.6%

21.2%

3.7%

破線：横浜市域から排出されるCO2

実線：臨海部から排出されるCO2

家庭部門
2.0%
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パターン Bー1 ：電力容量100MW ＜排出係数0.31＞

 23.1万t-CO2増加し、臨海部が占める割合は0.9%増加。また、臨海部におけるエネ転部門の構成比は1.7％増加した。

パターン 電力容量100MW
「エネルギー転換部門排出」

項目
臨海部 横浜市域 臨海部/

市域
排出量 構成比 排出量 構成比

陸域からの排出量 639.0 97.5% 1,504.6 98.9% 42.5%

エネルギー転換部門 351.7 53.6% 352.1 23.1% 99.9%

産業部門 102.1 15.6% 132.4 8.7% 77.1%

業務部門 66.4 10.1% 251.6 16.5% 26.4%

運輸部門 68.1 10.4% 320.4 21.1% 21.3%

廃棄物部門 42.7 6.5% 56.6 3.7% 75.5%

家庭部門 8.0 1.2% 391.5 25.7% 2.0%
停泊中外航船舶排出
量 16.7 2.5% 16.7 1.1% 100.0%

合計 655.7 100.0% 1,521.3 100.0% 43.1%

エネルギー転換部門排出

業務部門
26.4%

エネルギー
転換部門

99.9%

運輸部門※

21.3%

廃棄物部門
75.5%停泊中外航船舶

破線：横浜市域から排出されるCO2

実線：臨海部から排出されるCO2

家庭部門
2.0%

77.1%
産業部門

25.7%

16.5%

8.7%

23.1%

21.1%

3.7%
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パターン Cー1 ：電力容量500MW ＜排出係数0.31＞

 115.4万t-CO2増加し、臨海部が占める割合は4.2%増加。また、臨海部におけるエネ転部門の構成比は7.5％増加した。

パターン 電力容量500MW
「エネルギー転換部門排出」

項目
臨海部 横浜市域 臨海部/

市域
排出量 構成比 排出量 構成比

陸域からの排出量 731.3 97.8% 1,596.9 99.0% 45.8%

エネルギー転換部門 444.0 59.4% 444.4 27.5% 99.9%

産業部門 102.1 13.6% 132.4 8.2% 77.1%

業務部門 66.4 8.9% 251.6 15.6% 26.4%

運輸部門 68.1 9.1% 320.4 19.9% 21.3%

廃棄物部門 42.7 5.7% 56.6 3.5% 75.5%

家庭部門 8.0 1.1% 391.5 24.3% 2.0%
停泊中外航船舶排出
量 16.7 2.2% 16.7 1.0% 100.0%

合計 748.0 100.0% 1,613.6 100.0% 46.4%

エネルギー転換部門排出

業務部門
26.4%

エネルギー
転換部門

99.9%

運輸部門※

21.3%

廃棄物部門
75.5%停泊中外航船舶

24.3%

15.6%

8.2%

27.5%

19.9%

3.5%

破線：横浜市域から排出されるCO2

実線：臨海部から排出されるCO2

家庭部門
2.0%

77.1%
産業部門
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パターン Dー1 ：電力容量1GW ＜排出係数0.31＞

 230.8万t-CO2増加し、臨海部が占める割合は7.7%増加。また、臨海部におけるエネ転部門の構成比は12.9％増加した。

パターン 電力容量1GW
「エネルギー転換部門排出」

項目
臨海部 横浜市域 臨海部/

市域
排出量 構成比 排出量 構成比

陸域からの排出量 846.8 98.1% 1,712.3 99.0% 49.5%

エネルギー転換部門 559.4 64.8% 559.8 32.4% 99.9%

産業部門 102.1 11.8% 132.4 7.7% 77.1%

業務部門 66.4 7.7% 251.6 14.6% 26.4%

運輸部門 68.1 7.9% 320.4 18.5% 21.3%

廃棄物部門 42.7 5.0% 56.6 3.3% 75.5%

家庭部門 8.0 0.9% 391.5 22.6% 2.0%
停泊中外航船舶排出
量 16.7 1.9% 16.7 1.0% 100.0%

合計 863.5 100.0% 1,729.0 100.0% 49.9%

エネルギー転換部門排出

業務部門
26.4%

エネルギー
転換部門

99.9%

運輸部門※

21.3%

廃棄物部門
75.5%停泊中外航船舶

22.6%

14.6%

7.7%

32.4%

18.5%

3.3%

破線：横浜市域から排出されるCO2

実線：臨海部から排出されるCO2

家庭部門
2.0%

77.1%
産業部門

18



経年推移の変化：「エネルギー転換部門排出」ケース＜排出係数0.31＞

 市域においてエネルギー転換部門から排出される場合の経年変化を以下に示す
単位:万t-CO2

50MW 100MW 500MW 1GW

エネ転部門排出

19

市域全体

ＤＣ容量が１GW程度になると
技術進展が進んだ場合にも基準年数値を上回る



経年推移の変化：「エネルギー転換部門排出」ケース＜排出係数0.31＞

 臨海部においてエネルギー転換部門から排出される場合の経年変化を以下に示す
単位:万t-CO2

エネ転部門排出

20

臨海部

50MW 100MW 500MW 1GW

ＤＣ容量が500ＭＷ提訴になると
技術進展が進んだ場合にも基準年数値を上回る



①データセンター建設によるCO2排出量の変化
業務部門排出の場合の比較 【排出係数0.31】
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パターン Aー2 ：電力容量50MW ＜排出係数0.31＞

パターン 電力容量50MW
「業務部門排出」

項目
臨海部 横浜市域 臨海部/

市域
排出量 構成比 排出量 構成比

陸域からの排出量 627.5 97.4% 1,493.0 98.9% 42.0%

エネルギー転換部門 328.6 51.0% 329.0 21.8% 99.9%

産業部門 102.1 15.8% 132.4 8.8% 77.1%

業務部門 77.9 12.1% 263.1 17.4% 29.6%

運輸部門 68.1 10.6% 320.4 21.2% 21.3%

廃棄物部門 42.7 6.6% 56.6 3.7% 75.5%

家庭部門 8.0 1.2% 391.5 25.9% 2.0%

停泊中外航船舶排出量 16.7 2.6% 16.7 1.1% 100.0%

合計 644.2 100.0% 1,509.7 100.0% 42.7%

 11.5万t-CO2増加し、臨海部が占める割合は0.5%増加。また、臨海部における業務部門の構成比は1.6％増加した。
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パターン Bー2 ：電力容量100MW ＜排出係数0.31＞

パターン 電力容量100MW
「業務部門排出」

項目
臨海部 横浜市域 臨海部/

市域
排出量 構成比 排出量 構成比

陸域からの排出量 639.0 97.5% 1,504.6 98.9% 42.5%

エネルギー転換部門 328.6 50.1% 329.0 21.6% 99.9%

産業部門 102.1 15.6% 132.4 8.7% 77.1%

業務部門 89.4 13.6% 274.7 18.1% 32.6%

運輸部門 68.1 10.4% 320.4 21.1% 21.3%

廃棄物部門 42.7 6.5% 56.6 3.7% 75.5%

家庭部門 8.0 1.2% 391.5 25.7% 2.0%

停泊中外航船舶排出量 16.7 2.5% 16.7 1.1% 100.0%

合計 655.7 100.0% 1,521.3 100.0% 43.1%

 23.1万t-CO2増加し、臨海部が占める割合は0.9%増加。また、臨海部における業務部門の構成比は3.1％増加した。
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パターン Cー2 ：電力容量500MW ＜排出係数0.31＞

パターン 電力容量500MW
「業務部門排出」

項目
臨海部 横浜市域 臨海部/

市域
排出量 構成比 排出量 構成比

陸域からの排出量 731.3 97.8% 1,596.9 99.0% 45.8%

エネルギー転換部門 328.6 43.9% 329.0 20.4% 99.9%

産業部門 102.1 13.6% 132.4 8.2% 77.1%

業務部門 181.8 24.3% 367.0 22.7% 49.5%

運輸部門 68.1 9.1% 320.4 19.9% 21.3%

廃棄物部門 42.7 5.7% 56.6 3.5% 75.5%

家庭部門 8.0 1.1% 391.5 24.3% 2.0%

停泊中外航船舶排出量 16.7 2.2% 16.7 1.0% 100.0%

合計 748.0 100.0% 1,613.6 100.0% 46.4%

 115.4万t-CO2増加し、臨海部が占める割合は4.2%増加。また、臨海部における業務部門の構成比は13.8％増加した。
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パターン Dー2 ：電力容量1GW ＜排出係数0.31＞

パターン 電力容量1GW
「業務部門排出」

項目
臨海部 横浜市域 臨海部/

市域
排出量 構成比 排出量 構成比

陸域からの排出量 846.8 98.1% 1,712.3 99.0% 49.5%

エネルギー転換部門 328.6 38.1% 329.0 19.0% 99.9%

産業部門 102.1 11.8% 132.4 7.7% 77.1%

業務部門 297.2 34.4% 482.4 27.9% 61.6%

運輸部門 68.1 7.9% 320.4 18.5% 21.3%

廃棄物部門 42.7 5.0% 56.6 3.3% 75.5%

家庭部門 8.0 0.9% 391.5 22.6% 2.0%

停泊中外航船舶排出量 16.7 1.9% 16.7 1.0% 100.0%

合計 863.5 100.0% 1,729.0 100.0% 49.9%

 230.8万t-CO2増加し、臨海部が占める割合は7.7%増加。また、臨海部における業務部門の構成比は23.9％増加した。
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経年推移の変化：「業務部門排出」ケース＜排出係数0.31＞

 市域において業務部門から排出される場合の経年変化を以下に示す

26

業務部門排出 市域全体

単位:万t-CO2

50MW 100MW 500MW 1GW

ＤＣ容量が１GW程度になると
技術進展が進んだ場合にも基準年数値を上回る

排出係数0.31



経年推移の変化：「業務部門排出」ケース＜排出係数0.31＞

 臨海部において業務部門から排出される場合の経年変化を以下に示す

業務部門排出

27

臨海部

単位:万t-CO2

50MW 100MW 500MW 1GW

ＤＣ容量が500ＭＷ程度になると
技術進展が進んだ場合にも基準年数値を上回る

排出係数0.31



①データセンター建設によるCO2排出量の変化
＜参考：排出係数0.421の場合＞
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参考①；CO2排出量算出＜排出係数0.421＞

29

元データ

2022年度確報値データ

電力利用時間

365日 / 24時間

負荷率

85%
※東京電力エナジーパートナー株式会社
    2024年度CO2排出係数（調整後）

 算出条件

 15.7 万t-CO2

パターンA
電力容量
消費電力量

CO2排出量

50 MW (50,000kW)
372,300,000 kWh

156,738,300 kg-CO2
 31.3 万t-CO2

パターンB
電力容量
消費電力量

CO2排出量

100 MW (100,000kW)
744,600,000 kWh

313,476,600 kg-CO2

 156.7 万t-CO2

パターンC
電力容量
消費電力量

CO2排出量

500 MW (500,000kW)
3,723,000,000 kWh

1,567,383,000 kg-CO2
 313.5 万t-CO2

パターンA
電力容量
消費電力量

CO2排出量

1 GW (1,000,000kW)
7,446,000,000 kWh

3,134,766,000 kg-CO2

 CO2排出量

CO2排出係数

0.421kg-CO2/kWh

【本資料における基準年度とする】
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 経年推移と各パターン別の比較を以下に示す
単位:万t-

CO2

排出係数0.421

50MW 100MW 500MW 1GW



②データセンターの立地状況
～都道府県別、市町村別
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データセンターの立地状況（都道府県別）

 日本データセンター協会が公表している、2025年10月現在の日本に立地
するデータセンターは255か所。

 立地エリアは東京や大阪の大都市が多く、2010年以降は東京近郊のエリ
アへの立地が増えている。

全体 2000年以降 2010年以降 2020年以降
北海道 8 7 1 0
青森県 1 1 1 0
岩手県 1 1 1 0
宮城県 4 4 1 0
秋田県 1 1 1 0
山形県 1 1 1 0
福島県 2 2 2 0
茨城県 1 1 1 0
栃木県 2 1 0 0
群馬県 8 7 4 2
埼玉県 4 4 1 0
千葉県 13 10 9 4
東京都 84 72 32 4
神奈川県 17 14 6 0
新潟県 2 2 0 0
富山県 3 3 3 0
石川県 1 1 1 0
山梨県 2 1 0 0
長野県 4 4 0 0
岐阜県 5 5 2 0
静岡県 1 1 0 0
愛知県 9 7 2 1
三重県 1 1 0 0
京都府 4 4 1 0
大阪府 39 33 25 6
兵庫県 6 5 4 1
島根県 1 1 1 0
岡山県 6 5 3 1
広島県 4 3 1 0
香川県 2 2 2 0
愛媛県 1 1 0 0
高知県 1 1 0 0
福岡県 9 7 4 1
大分県 1 1 0 0
鹿児島県 1 1 0 0
沖縄県 1 1 0 0
合計 251 216 110 20

データセンターの立地状況
（2010年以降）

出典：データセンター一覧（日本データセンター協会、2025.10）
※立地する都道府県が明示されている施設のみ集計 32



データセンターの立地状況（市町村別）
 2010年以降の立地エリアを市町村別にみると、大阪市が最も多く、次いで三鷹市、印西市と続いている。
 以降の分析は、４件以上の立地が認められた市町村（計９自治体：横浜市含む）を対象に行う。

データセンターの立地状況（2010年以降）
県 拠点数 市町村 拠点数
北海道 1 札幌市 1
青森県 1
岩手県 1
宮城県 1
秋田県 1
山形県 1
福島県 2 白河市 1
茨城県 1
群馬県 4 館林市 1

前橋市 1
太田市 1

埼玉県 1 さいたま市 1
千葉県 9 印西市 6

柏市 1
白井市 1

県 拠点数 市町村 拠点数
東京都 32 江東区 5

千代田区 5
三鷹市 8
品川区 2
文京区 3
多摩市 4
北区 2
府中市 1
国分寺市 1
武蔵野市 1

神奈川県 6 横浜市 4
川崎市 2

県 拠点数 市町村 拠点数
富山県 3 富山市 2

高岡市 1
石川県 1 白山市 1
岐阜県 2 大垣市 1

土岐市 1
愛知県 2 名古屋市 2
京都府 1 相楽郡 1
大阪府 25 大阪市 15

茨木市 4
豊中市 2
箕面市 3
吹田市 1

兵庫県 4 明石市 3
三田市 1

島根県 1 松江市 1
岡山県 3 岡山市 3
広島県 1 広島市 1
香川県 2 高松市 2
福岡県 4 福岡市 4

分析対象自治体
１千葉県印西市
２東京都江東区
３東京都千代田区
４東京都三鷹市
５東京都多摩市
６神奈川県横浜市
７大阪府大阪市
８大阪府茨木市
９福岡県福岡市

出典：データセンター一覧（日本データセンター協会、2025.10）
※立地する市町村が明示されている施設のみ集計しているため、県と市町村の数が合わない場合がある 33
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②データセンターの立地状況
～分析対象区域のCO2排出量の推移
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分析対象区域のCO2排出量の推移（業務部門その他：全体）
 対象９自治体における、2010年以降の各区域のCO2排出量推移は、どの自治体も減少傾向にある。
※データセンターの主な企業は業務部門に分類するため、「業務その他」のCO2排出量が対象
※グラフはCO2排出量を各自治体の人口（2025.9時点）で除したもの

 CO2排出量が多いのは大阪市、江東区、福岡市だが、データセンター立地状況との関係性は見えない。
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千葉県 印西市 東京都 江東区 東京都 三鷹市 東京都 多摩市
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データセンター立地自治体のCO2排出量の推移（人口あたり）

出典： 「自治体排出量カルテ（環境省）」の部門・分野別CO2排出量のうち「業務その他」をもとに作成

※ 「自治体排出量カルテ（環境省）」は 統計による全国又は都
道府県の炭素排出量を簡易的に按分した値であり、地方公
共団体が独自の方法で推計している値と乖離する場合がある

※「自治体排出量カルテ（環境省）」の「部門・分野別CO2排
出量」は、最終エネルギー消費に伴うCO2排出量のため、「エネ
ルギー転換部門」としては整理されていない

※「エネルギー転換部門」である発電所や熱供給事業所、石油製
品製造業等における自家消費分及び送配電ロス等に伴う排
出量は、業務その他や製造業に含まれています。
・発電所や熱供給事業所
⇒業務その他：電気ガス熱供給水道業
・石油製品製造業等
⇒製造業：化学工業（含石油石炭製品）

※ 「業務その他」とは総合エネルギー統計の業務他（第三次産
業）部門に対応しており、事務所・ビル、商業・サービス施設の
ほか、他のいずれの部門にも帰属しない業種を含む
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分析対象区域のCO2排出量の推移（業務部門その他：特定事業所）
 前頁では業務部門全体のCO2排出量を対象としていたため、「データセンター＝エネルギー多消費」と捉え、特定事業所
（年間のエネルギー使用量が1500KL以上）に絞って分析した。

 CO2排出量が増えているのは印西市と多摩市、その他の自治体は横ばいか減少傾向にある。
データセンター立地自治体のCO2排出量の推移（業務部門その他：特定事業所）
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分析対象区域のCO2排出量の推移（業務部門その他：特定事業所）

 CO2排出量の伸び率（2011年基準）を見ても、印西市と多摩市は2021年には200%を超えている。
 横浜市を含めその他の自治体は、横ばいか減少傾向にある。

業務部門その他の「特定事業所」におけるCO2排出量伸び率（対2011年）
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大阪府 大阪市 大阪府 茨木市 福岡県 福岡市

出典： 「自治体排出量カルテ（環境省）」の特定事業所排出量のうち「業務その他」をもとに作成

※特定事業所排出量は、「温室効果ガス排出
量算定・報告・公表制度（環境省）」データ、
2020 年度以前は開示請求データを用いて、
市区町村別に集計したもの

※「自治体排出量カルテ（環境省）」の「特定
事業所」の部門と日本標準産業分類との
対応は以下のとおりで、「エネルギー転
換部門」として独立してる

●製造業：E製造業（エネ転部門の細分類除く）
●建設業・鉱業：C鉱業,採石業,砂利採取業、D建設業
●農林水産業：A農業,林業、B漁業
●業務その他部門： F電気・ガス・熱供給・水道業～S公
務（エネルギー転換部門の細分類除く）

●エネルギー転換部門：日本標準産業分類の細分類
（E製造業の1711：石油精製業、1731：コークス
製造業、F電気・ガス・熱供給・水道業の3311：発電
所、3312：変電所、3411：ガス製造工場、
3511：熱供給業）
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分析対象区域のCO2排出量の推移（業務部門その他：特定事業所）
 印西市と多摩市は、データセンターの運用事業者が多く含まれる「情報通信業」における１事業所あたりのCO2排出量が、他
自治体に比べて多く、エネルギー多消費の事業所が多数あることが伺える。

 上記より、印西市と多摩市のCO2排出量の増加要因の一つとして、データセンターの立地が起因しているものと推測される。
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特
定
事
業
所
１
事
業
者
あ
た
りの

CO
2排

出
量
（
千

t-
CO

2）

千葉県 印西市 東京都 江東区 東京都 千代田区 東京都 三鷹市
東京都 多摩市 神奈川県 横浜市 大阪府 大阪市 大阪府 茨木市
福岡県 福岡市 全国

業務部門その他の「特定事業所」に
おける１事業所あたりの業種別
CO2排出量（2021年）

出典：「自治体排出量カルテ（環境省）」をもとに作成
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